
144 植 物 防 疫 第 56 巻 第 4 号 (2002 年)

平 成 14年度の 植物 防疫研究課題の 概要
すず

農林水産省農林水産技術会議事務局 鈴 木 健

は じ め に

農林水 産省 の 農業 関 係 19 試験研究機関 の 内， 国 の研

究機関 と し て 存置 さ れ た 農林水 産政策研究所 を 除 く 18

試験研究機関 が平成 13 年 4 月 1 日 か ら 六つ の 独立 行政

法人 (以降 「独法」と 略) に 再編さ れ た 。 独法で は 企業

会 計の 導入 に よ っ て 費 目 間 で の 流用 が可能 と な り 弾力 的

な運用がで き る よ う に な っ た 。 独法の 財源は大 き く 「運

営費交付金j と 「委託費 」に 分 け ら れ る 。 主 た る 財源 と

な る 「運営費交付金 j は 「 渡し 切り j 資金であ り ， 独法

が 自 ら の意志 で柔軟に 運 用 で き る 。 「委託 費」は， 農林

水産技術会議事務局や他省 庁等 か ら の委託で実施す る 研

究の 費用 と な る 。

プ ロ ジ ェク ト 研究 も 運 営費 交付金で実施す る も の と 委

託 費 に よ っ て 実 施す る も の で は各々 の 資金の性格上， 推

進 ・評価体制 に 大 き な違 い が あ る 。 委託費 に よ る プ ロ ジ

ェク ト 研究 は技術会議事務局や他省 庁等 と 各独法 問で委

託契約 を結 ん で実施す る と い う こ と の他 は 従来の推進 ・

評価体制 と 大 き な 違 い は な く ， 技術会議事務局 が推進

し ， 成果 も 国 に 帰属 す る こ と と な る 。 こ れ に 対 し て 運 営

費交付金 に よ る プ ロ ジ ェク ト 研究で は ， 各独法が 自 ら 策

定 し た 「 中 期 計画J に 従っ て 自 主的 に 推進 ・進行管理 を

行い， 推進評価会議 に お け る 評価結果 は ， 各独法 に お け

る 研究 資源配分の た め の参考資料 と な る 。

以 下 に ， 横物 防疫関係の プ ロ ジ ェク ト 研究 を 中 心に 平

成 14 年度 の 農林水 産試験研究 費予算要 求の 概要 を 述べ

る 。

I 平成 14年度農林水産技術会議

関係予算要求の概要

平成 14 年度 予 算に つ い て は ， 平成 13 年 6 月 26 日 に

閣議決定されたIW今後の経済財政運営及び経済社会の

構造改革 に 関 す る 基本方針jに つ い て J を 踏まえ た 徹底

し た 歳出見直 し に よ る 思 い 切っ た縮減と 重点的配分の実

現が掲 げ ら れ た 。 一般 政策経 費 (ODA 除 く ) を 前年度

予 算額 か ら 10%削減 し た 上 で 「 循環型経 済社会 の 構 築
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な ど環境問題への対応J. I科学技術の 振興J 等 い わ ゆる

「重点、 7 分野」へ の 重点配分 の た め の 「構造 改革特 別 要

求」に 充当す る 。 こ れ を 受 け て 農林水産技術会議関 係予

算要 求に お い て も 多 く の プ ロ ジ ェク 卜 研究の 見直 し を 行

い . I構造 改革特別要 求」に よ っ て 予 算要 求を 行っ た 。

今年度 の 農林水産技術会議関 係の 予 算要 求の 特徴 を 要約

す る と 以下の よ う に な る 。

1 平成 14 年度予算要求に お け る 基本的考え方

-食料 自 給 率の 向上， 野菜生 産の構造改革等 に 資す る た

め， 消 費者ニ ー ズ を 踏まえ た 品種の育成等農業現場 の 問

題解決に 直結す る 技術開発 を 進 め る 。

・生物機能の 解明 と こ れ を 応用 し た 農林水産業 の 新 た な

可能性 を 切り 開 く ラ イ フ サ イ エ ン ス 分野の研究 と し て ，

植物 ( イ ネ ) ・動 物 ゲ ノ ム 研 究 の 加 速 化， 食 品 の 機 能

性 ・安全性 に 関す る 総合的研究等 を推進す る 。

・広域化， 複雑化す る 環境問題 に対応す る ため ， 資源循

環型技術研究， 地 球温暖化対策等の環境分野 の 重点、課題

に つ い て ， 関 係府省 と 連 携し て バ イ オ リ サ イ ク ル技術等

の開発 を 推進す る 。

・産学 官連 携の 強化 に よ る 幅広 い知見 を 結集 し た 質 の 高

い農林水産研究開発 を 促進す る た め ， 競争的資金 を 拡 充

す る 。

こ れ ら の考 え の も と ， 以下の事項に 重点 を 置 い て 戦略

的 に 試験研究 を推進す る 。

第 1 食料 自 給率の 向上等 に 向 け た 農業構造改革 を 支え

る 研究開発の促進

・食料 自 給 率向 上 の た め の 21世紀の 土地利 用 型 農 業

確立 に 関 す る 総合研究 (18億6 百 万円 ) 等

第 2 イ ネ ゲ ノ ム 研究等の 先端研究の 展開

・有用 遺伝子活用 の た め の 植物 ( イ ネ ) ・動物 ゲ ノ ム

研究 (構造改革特別要求: 60億 9千 7 百万円) 等

第 3 循環型社会の構築 を 目 指 し た 環境研究 の 展開

・農林水産 ノ T イ オ リ サ イ ク ル研究 (構造 改革特別 要

求 : 6億円 ) 等

第 4 農林水産技術開発 に お け る シ ス テ ム 改革の推進

・先端技術 を 活用 し た 農林水 産研 究 高 度 化 事 業 ( 18

億8 百 万円 )

・生物系特定産業技術研究推進機構 を 通 じ た 民間研究

の 促進 (58 億 5 千 3 百万円) 等
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第 5 農林水産研究基 盤の 充実 ・ 強化

・ ネ ッ ト ワ ー ク 上の電子研究 空間 ( デ ジ タ ルコ ミ ュニ

テ ィ ) の構築 (構造 改革特別 要 求 : 5億2 千 万円 )

・ 独立 行政法人運営費 交付金 (576億9 千 3 百 万円 )

等

E 植物防疫関係の研究概要

次 に ， 平成 14 年度 に 実施予定 の プ ロ ジ ェク ト 研究 の

中で， 植物 防疫関 係の 課題が含まれ る も の の 概要 を述べ

る 。

1 作物対応研究

「食料 自 給率向上 の た め の 21 世紀の土地利用型農業確

立 に 関 す る 総合研究j (平成 14�17 年 度 . 18億6 百 万

円)

食料 自 給率の 向上 に 向 げ， 地域や 消 費者か ら の ニ ー ズ

の 高 い 特性 を 有す る ム ギ， ダ イ ズ， 飼料作物等 の 品種育

成お よ び品種の能力 を 最大 限発揮で き る 栽 培技術体系の

確立， 水田の 高度利用 を 柱 と し た 土地利用型農業確立の

た め の 総合研究 を 実施す る 。

植物 防疫関 係で は ， ム ギ の穂発 芽耐性， 赤か ぴ病 耐性

等品質関連形質の発現 メ カ ニ ズム を 遺伝 ・ 生化学的 に解

明 し ， 新品種育成の加速化 を 目 指す研究 に 取 り 組む。

2 現場即席研究

「先端技術 を活用 し た 農林水 産研究高度化事業j (構造

改革特別要 求 : 平成 14�23 年度 . 18億8 百 万円)

行政ニ ー ズに 的確 に 対 応 し ， 地域 の技術 シー ズを活用

し た 農林水産分野の研究開発の推進， 研究成果 の現場へ

の 迅速 な 還元等 を 図 る た め ， 公募に よ っ て ， 産学 官連 携

に よ る 優れ た 発想 を 活か し た 質 の 高 い ， 先端技術 を 活用

し た研究開発 を 促進す る 仕組み を 創 設し ， 農林水産業の

構造改革， 地域科学技術の 振興に 資す る こ と を 目 的 と す

る 。 13 年度 まで の 「行政対 応特別研究j. r連 携実 用 化

研究 に 要す る 経費 j. rバ イ オ テ ク ノ ロ ジ ー先端技術 培養

研究委託経費の 内， バ イ オ テ ク ノ ロ ジ ー 先端技術シー ズ

培養研究 j. rパイ オ ニ ア 特別研究 J を 統合 ・ 再編し た 競

争的 資金 で あ る 。 14 年度 は 「研究 領域 設定 型 j で 9 単

位 . r地域 シー ズ活用 ・ 発 展型 」で 27 単位募集 の 予定で

あ る 。 行政対応特別研究 「レ タ ス の 土壌伝染性病害発生

抑制j技術の開 発 」は 14年度 まで継続 さ れる 。

3 環境研究

( 1 )  r農林水産業 に お け る 内分泌か く 乱物 質 の 動態

解明 と 作用 機 作に 関 す る 総合研 究 j (構造 改革特別 要

求:平成 1 1�14 年度 . 3億9 千 8 百 万円 )

内分泌か く 乱物質 は環境中 に 長期間残存 し ， ご く 微量

で人や野生生物 に 対 し 生殖障害 を 引き 起 こ す可能性があ

る こ と か ら ， 農林水 産業 に お け る 影響実態の 把握， 環境

中での 動態解明， 農林水 産生物への 作用機構の解明 を 行

い， こ れ ら の 知見 に 基づい た 同物質の分解 ・ 無毒化等 に

よ る 影響 防止技術 を 開発 す る と と も に ， ダ イ オ キ シン 類

に つ い て ， 農耕地等 の 汚染地域 か ら の移行動態等 の解明

お よ び効率的 な移行 ・ 拡散 防止技術 の 開発 を 行う 。

こ の 中 で内分泌か く 乱作用 が疑わ れ る 農薬 あ る い は 農

薬関連化合物 に つ い て も 検討 し て い る 。

( 2 ) r野生 鳥獣筈 に よ る 農林業被害軽減 の た め の 農

林生態系管理技術の 開発j (平成 13�17 年度 . 1億円 )

野生 鳥獣， な か で も シカ ， サルお よ び イ ノ シシに よ る

農林業被害が大 き な 社会問題 と な っ て い る 。 特 に ， 中 山

間地域で は 農業等 の 産業 振興 を 図 る 上 で大 き な 阻害要因

と な っ て い る 。 こ う し た な か で 「 鳥獣保護及 狩猟ニ 関 ス

ル法 律J の 改正に よ り ， 特定 鳥獣保護管理計画を都道 府

県が策定 す る 制度が創 設さ れ， 野生 鳥獣の個体群 に つ い

て ， 科学的 知見 を 踏まえ た 保護管理 目 標 を 設定 し ， こ れ

に 基づき ， 個体群管理， 被害 防除対策等 の 手段 を 総合的

に講 じ る こ と に よ り 科学 的 ・ 計画的 な 保護管理 を 推進す

る こ と が 求め ら れて い る 。

こ の よ う な情勢 に 対 応 し ， 深刻化 し て い る 野生 鳥獣害

に よ る 農林業被害 を軽減す る た め ， 野生 鳥獣の 生態 を 個

体群 と し て 把握す る と と も に ， 適 正な個体群管理 を 通 じ

て ， 農林業被害 を軽減す る 総合的 な 農林生態系管理技術

を 開発す る 。

4 バ イ オテ ク ノ ロ ジ一等先端技術開発研究

( 1 )  r有用遺伝子活用 の た め の植物 ( イ ネ ) ・ 動物ゲ

ノ ム 研究j (構造改革特別 要 求 : 12�19 年度 . 60億 9 千

7 百 万円 )

昨 年度 までの r2 1 世紀グ リ ー ン フ ロ ン テ ィ ア 研究j.

「動物 ゲ ノ ム の 解析 に よ る 有 用 遺伝子 の 単 離と 利 用技術

の 開 発 j. rイ ネ ・ ゲ ノ ム シ ミ ュ レ ー タ ー の 開 発 」を 統

合 ・ 組換 え ・ 拡 充 し た 。 作物 ・ 食品研究 の 基礎で あ る 植

物 ・ 動物の ゲ ノ ム 研究 を幅広 い 知識 を 結集 し て 効率的 に

推進 し ， 塩基配列 の 解 読と 有用遺伝子 の 単 離 ・ 機能解明

を加速化す る と と も に . D NA マ ー カ ー に よ る 効率 的 な

新品種育成 シス テ ム の 開発， 有用物質生産シス テ ム の確

立等 に よ り 研究の成果の実用化 を 図 る 。

病虫害抵抗性遺伝子の 同 定， 単 離， 構造 お よ び機能の

解明， お よ び複数の病害虫 に 対 す る 抵抗性 を 付与 し た 作

物新品種の 作出等 の 課題が含 まれる 。

( 2 ) r遺伝子組換 え 等 先端技術安全性確 保技術j (平

成 14�17 年度 . 6億円 )

「組換 え 体の 産業 的利 用 に お け る 安全性確 保に 関 す る

総合研究 j. r体細胞ク ロ ー ン 動物 に お け る 個体発生機構
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の解明 に 関 す る 研究 J， rバ イ オ テ ク ノ ロジ ー PA 対策推

進経費 J を 統合 し ， 構造 改革特別 要 求 と し て 新規要求し

た 。 近年， 環境 修復を 目 的 と す る 組換 え体の 開発や組換

え 農作物 と 非組換 え 農作物 と の 交雑の 問題等， 従来の考

え 方では対応し き れな い 課題が出 て き て い る 。 また ， 動

物， 微生物等 農作物以外の組換 え体の研究が進展し て お

り ， そ の 実用化が間近 に 迫っ て い る 。 こ れ ら の組換 え 体

に つ い て も ， 環境 に対す る 安全性 を 的確 に 確 保す る た め

に は， 組換 え 体 に 関す る 科学的知見の集積 と 研究 の強化

が必要であ る 。 本 プロジ ェク ト 研究で は ， 新 し い技術 に

対応し た 安全性評価手法 の 開発， 組換 え 農作物の長期栽

培に よ る モ ニ タ リ ン グ， 組換 え 農作物の 情報や サ ン プル

を 保管 し て お く シス テ ム の構築等 を 実施 し ， 社会動向 も

踏ま え た 組換 え体の利用 に お け る 安全性確 保に 関 す る 研

究 の 充実 を 図 る 。 病害虫抵抗性遺伝子導入 農作物の安全

性評価 に 関す る 課題が含 まれ る 。

( 3 ) パイ オ ニ ア 特別研究

パイ オ ニ ア 特別研究 は ， 我が国 の 農林水産業が抱え る

課題 を 解決す る た め の プ レ ー ク ス ル ー と な る 創造的 な研

究活動 を強力 に 推進す る た め の 競争的 資金 と し て 実施 さ

れ て き た が， 14 年度 か ら 現場 即応研究 「先端技術 を 活

用 し た 農林水産研究高度化事業 」に 統合 さ れた ( r2 現

場 即応研究 J の 項参照) 。 こ れ まで に 採択さ れ， 研究 計

画期間 途中 に あ る 課題 に つ い て は 継続さ れ る 。 植物 防疫

関 係で は ， r原生動物 に よ る 土壌糸状菌病害 制御の た め

の基盤的研究 手法の開発J (平成 1 2 ""14 年度) ， r植物か

ら 環境中への カ テ コ ー ル化合物の分泌 と 周辺植物の 応答

現 象の解明 J (平成 12 ""14 年度) ， r植物 ウ ィ ル ス に対す

る 新た な抵抗性遺伝子の 解明 と そ の利用 に 関す る 研究 J

(平成 1 2 ""14 年度) ， r植物の新規耐虫性生理活性物質及

び殺虫 タ ン パク 質 の 探 索 ・ 利 用 J (平成 12 ""14 年度) ， 

「土壌生 息菌乃thium oligand四 m の 作物 に 対 す る 耐病

性誘導機構の解明 と そ の利用 J (平成 13 ""15 年度) ， rい

も ち 病菌等 に対す る ア プ ラ ナ 科抗菌遺伝子 デ ィ フ ェン シ

ン の活性領域の解析と 改変強化 に よ る 複合病害抵抗性組

換 え イ ネ 系統の 開発 J (平成 13 ""15 年度) 等 の 課題が実

施 さ れて い る 。

5 運営費交付金によ り 実施す る プ ロ ジェ ク ト 研究

( 1 ) r持 続的 農業推進 の た め の 革新的技術 開発 に 関

す る 総合研究 J (平成 10 年度 "")

我が国 農業全体 を環境 と 調和 し た 持 続性の高 い 農業へ

と 移 行さ せ て い く 必要性が強調 さ れて い る が， こ の た め

に は， こ れまでの技術 を さ ら に 進 め た 環境負荷低 減の た

め の 革新的技術の 開発， こ れ を組み合わせ 総合化す る こ

と に よ り 生産現場で普及で き る 技術体系 と し て 確立す る

こ と が重要 な 課題 と な っ て い る 。 こ の た め ， 本研究 で は

農業か ら の環境 負荷を 低 減し ， 持 続性 の 高 い 農業生産の

推進 に 資す る 革新的技術お よ び現場対応型体系 化技術，

さ ら に 技術の環境への 影響 を 定量的 に 評価す る 手法 の 開

発まで一体的 に 実施す る 。 D系 環境 負荷低 減の た め の

革新 的 農業技術 の 開発 J， r2 系 環境 負荷低 減の た め の

病害虫群高度管理技術 の 開発 J， r3 系 環境 影響評価 の

た め の ラ イ フ サ イ ク ル ア セ ス メ ン ト 手法 の 開発 J の 3 つ

の 系 か ら 構成 さ れて い る 。

植物 防疫関 係で は， 1 系 の 中 の 「 農薬 依存 防除 か ら の
脱却J で主 に 生物的 防除技術 に 関 し て 研究 を 実施 し て お

り ， 14 年度 か ら 新 た に 氷 核活性 を 有 す る 昆 虫 定 着細 菌

を利用 し た 害虫制御技術の 開発 を 目 指 す 課題 を 加 え ， 13 

課題 で取 り 組 む。 2 系 は ， い わ ゆる IP M ( 総合 的 病 害

虫管理) 技術研究で あ り ， 植物 防疫関 係の プロジ ェク ト

の 中 核の一つ を な す。 13 年度 まで に 個別技術 を 確立 し ，

14 ， 15 年 度 に お い て 野 菜， 果 樹， 茶， イ ネ ， 畑 作物 の

IP M技術 の 実 証， 体系化 を 目 指 す。 13 年度 か ら 新 た に

「臭化 メ チ ル全 廃に 対 応す る た め の病害虫 制御の 緊急技

術開発」が拡充さ れ， 土壌伝染性 ウ イ ル ス 病害 や ク リ シ

ギ ゾ ウ ム シの代替防除技術の 開発研究 に 着手し た 。

( 2 ) r特定 資材を 用 い た 現地 農法 に 関す る 調査研究 」

(平成 12 年度 "")

国民の環境や食品の安全性 ・ 安 心等へ の 関 心の 高 ま り

に伴 い， 特殊な微生物， 機能水， キ チ ン ・ キ ト サ ン 等 の

資材を使 っ た 農法 を 導入 し て い る 農業者の増加が見 ら れ

て い る も の の ， こ れ ら の 農法 に は 科学 的 な 裏付げや技術

の体系化が な さ れ て い な い も の が 多 い 。 こ の た め ， こ れ

ら の 農法 に つ い て 科学的 な メ カ ニ ズ ム の解明や評価 シ ス

テ ム お よ び利用技術の確立 を 行う こ と に よ り ， 農業者 の

適切な現地農法 の 導入 に 向 け た 情報 の 提 供を 行う 。

植物 防疫関 係で は ， 電解水の野菜栽培に お け る 殺菌効

果等の メ カ ニ ズ ム の解明 ・ 科学的評価 シ ス テム の 確立 ・

現地実証に よ る 利用 技術の確立， キ チ ン ・ キ ト サ ン の野

菜栽培に お りる 生育 ・ 耐病性 に 及 ぽす効果 の 評価 シス テ

ム の確立 ・ 現地実 証に よ る 利 用 技術の確立等 の 課題が含

まれ る 。

( 3 ) r地 球規 模の 環境変動 に 伴 う 食料変動 予 測に 関

す る 技術開発J (平成 13 年度 "")

地球規模の環境変動 に よ る 食料生産 へ の 影響 を 把握す

る た め ， 気候変動 と そ れ に 伴 う 土壌 劣化等の生産 力 制限

要因への 影響 を 踏まえ て ， 日 本 お よ び地 球規 模で食料の

潜在生産力 を 予 測す る と と も に ， 食料需給モ デル を 組 み

込ん で環境変動 に 伴 う 食料変動予 測手法 を 開発 す る 。 こ

の な かで， 地 球温暖化 に 伴 う 害虫量変動 の 予 測手法開発

一一一 6 -一一
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に取 り 組ん でい る 。

( 4 ) r遺伝子組換 え 技術 を 応用 し た 次世代型植物の

開発 に 関す る 研究 J (平成 1 1 年度�)

食料生産力 の 維持 ・ 増進 ・ 優良 農産物の生産， 持続的

農業 の確立， さ ら に は 新 産業創 出 に 貢献す る た め に ， 遺

伝子組換 え 技術 に よ る 画期 的 な 植物 の 開発技術 の 高 度

化 ・ 安定化の た め の基礎的 な メ カ ニ ズ ム の解明 を 行う 。

こ の 中 で， 糸状菌， 細菌， ウ ィ ル ス な ど の 病原体や， 複

数の害虫 に対す る 耐性 ・ 抵抗性 を 付与 し た 作物新 品種の

作出 を 目 指す。

( 5 ) 先導的技術実用化促進 の た め の研究

農業 を取 り 巻 く 厳し い状 況の 中 で， 活力 が低下 し て い

る 地域 農業 を 発 展さ せ る た め に は， 地域 の 農業 の特性 を

踏まえ ， 当該地域 に普及 ・ 定 着 し得 る 革新技術の開発お

よ び体系化が早急 に 必要 と な っ て い る 。 こ の た め ， 国 の

最新の基礎的研究成果 を組み合わ せ る 等 に よ り 先導的 な

技術体系 を確立 し ， こ れ を都道府県 に 受 け 渡す こ と がで

き る よ う ， 実 際の生産現場 に 実証試験地 を 設置 し 総合的

な研究 を 行う と と も に ， 当該研究 を地域 営農に 定 着さ せ

る た め の 諸条 件の研究お よ び実用化 を 促進す る た め の都

道府県への指導 を 行う 。 こ の 中 の 「地域先導技術 総合研

究 J に お い て 「生物利用 に よ る 寒冷地環境 保全型 ア ブ ラ

ナ科野菜栽培技術の確立J (平成 10 年度�) 等 の植物 防

疫関 係の 課題が実施 さ れて い る 。

( 6 ) 先端技術等地域実用 化研究促進 に 要す る 経費

バ イ オ テ ク ノ ロジ 一 等先端技術や 農林水産行政の推進

方向 に 即応し た 新 た な技術 の 実用化 に 向 け て ， 都道 府県

試験研究機関等が行う 先端技術等地域実用化研究促進事

業 (下記 6 ( 3 ) 参照) を 効 率的 に 推進 す る た め ， 独法が

都道 府県試験研究機関等への指導 ・ 調整お よ び実用 的研

究 を 推進す る 上 で必要 と さ れ る 基礎的研究 を 実施す る 。

植物 防疫関 係で は ， rウ イ ル ス 病害抑 制技術 の 開発j

があ る 。

( 7 )  r植物 の 代 謝系遺伝子 を 活 用 し た 新雑 草 防除技

術の開発J (平成 9 年度�)

近年， 環境 保全型 ・ 高付加価値型 農業 に 対す る 期待が

高まっ て お り ， 除草剤使用量 の 削減を 通 じ て ， 環境 負荷

が少 な し 安全性が高 く ， 省 力 的 な雑草 防除体系 の確立

が緊急の 課題 と なってい る 。 この た め， 産学官の 連携に

よ り 雑草 防除 に 応用 で き る 植物代 謝系 の 解明 と ， そ の遺

伝子解析等 の 基礎的 ・ 先導的な研究 を 進 め る と と も に ，

そ の成果 を 民 間 企業 に 円 滑 に 移転す る こ と に よ り ， 我が

国独自の 除 草剤 と 当該除草剤 に よ り 生育上影響 を 受 け な

い遺伝子組換 え 作物 を組み合わ せ た 除草剤使用 を最小限

に す る 新 し い雑 草防除技術の確立を推進す る 。

一一一 7

( 8 ) 国 際農林水産業広域型 プロジ ェク ト 研究推進事

業費

「 南米大 豆広域型 総合 プロジ ェク ト J (平成 9 年度 ，

参画国 :パラ グァイ ， ブ ラ ジ ル， ア ル ゼ ンチ ン)

自 然条 件， 農業条 件等 の類似す る 国 が共通 し て 抱え る

問題や， 広域移動性病害虫 等 の 複数国 に 影響が及ぶ問題

に つ い て ， よ り 効率的 ・ 効果的 に 研究 に 取 り 組 む た め ，

関 係国 と の連 携の も と ， 大学や現地の研究者等 の活用 を

図 り つ つ ， 広域かっ大規模な 共同研究 を 実施す る 。

( 9 ) 侵入病害虫 の 防除 に 関す る 研究推進 に 要す る 経

費

農作物 に 甚大 な被害 を 及 ぽす 懸念の あ る 海 外から の 侵

入害虫や ウ イ ル ス 等 に つ い て ， 有効 な 防除法の確立を行

つ。

「 ト マ ト 黄化葉巻病 ウ イ ル ス の 特性解明及 び媒介 虫 の

防除 に 関 す る 研究 J (平成 12 年度�) ， r ト マ ト ハ モ グ リ

パエ の 防除法 に 関 す る 研究 J (平成 13 年度�) 。

6 助成 関係経費

( 1 )  指定試験 ( 1 1億 4 千 7 百 万円 )

指定試験事業 は ， 試験研究 に 関 す る 業務 を 行う 独法が

そ の立地条 件的制約か ら 実施閤難 な も の に つ い て ， 適地

の都道 府県 の試験研究機関 を 指定 し ， 国 の研究 の一環 と

し て 委託実施 し て い る も の で あ る 。

「重 要 課題対応試験J ( 1億 5 千 4 百 万円 ) の 中 の 「 緊

急重要技術 開 発 J (4 千 2 百 万円 ) に お い て 「 侵入 害 虫

ア ル フ アル フ ァタ コ ゾ ウ ム シの 蔓延防止技術の 開発及 び

ア リ モ ド キ ゾ ウ ム シ， イ モ ゾ ウ ム シの根絶技術の 開 発 J，

また ， r持 続型 農業技術 開 発 J (4 千 4 百 万円 ) に お い て

「弱毒 ウ イ ル ス ， フ ェロモ ン等 の 利 用 に よ る 持 続型 農業

技術の開発J に 取 り 組 ん で い る 。

( 2 ) 都道府県 農林水産業 関 係試験研究の 助成 に 要す

る 経費

独法の研究成果 を活用 し ， 地域の 条 件に 適 応 し た 大規

模かつ 総合的 な研究 を 推進す る た め の 「 農林業特定研究

開発等促進費 ( 農業 関 係) J (3億 6 千 3 百 万円 ) で は ，

「①土地利 用 型 農業技術体系 の 確立j に お い て 「 イ ネ い

も ち 病 の 本 田初発 プ ロセ ス 解明 に よ る 高 度 防除 シス テ

ム J ( 宮城， 山形， 新 潟， 北 海 道) の 確 立等 に 取 り 組 ん

でい る 。

( 3 ) 先端技術等地域実用 化研究促進事業の 助成 に 要

す る 経費

この う ち 「バ イ オ テク ノ ロジ 一 実用化型 ( 農業 関 係) J

(3億6 千 3 百 万円 ) で， rウ イ ル ス 病 害 制御技 術 の 開

発j が実施 さ れて い る 。

( 4 ) 農林水 産業 ・ 食 品産業等先端産業技術開発事業
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の 助成 に 要す る 経費

我が国 の 農林水 産業 ・ 食品 産業等 の体質強化 を 図る と

と も に ， 経済構造改革の推進 に 資す る た め ， 関連す る 研

究勢力 を 結集 し て農林水産関 係試験研究 を効率的 に推進

す る こ と に よ り ， 新 産業 ・ 新技術の創 出 を 加速す る 。 こ

の た め ， バ イ オ テ ク ノ ロ ジ 一分野 に お け る 民間研究開発

を促進す る と と も に ， 独法の優れた研究成果の実用化を

図る 。 植物防疫関 係で は ， r生物系 農薬 の 低 コ ス ト 生 産

基 盤技術の 開発 J (平成 1l�15 年度， 3 千 3 百万円 ) 熱

水 に よ る 土壌管理 シ ス テ ム や ソ フ ト エ レ ク ト ロ ン に よ る

非 加熱 ・ 無薬 剤種子殺菌技術の確立 を 目指 す 「新資材利

用園芸栽 培実用化技術 の 開発 J (平成 9�15 年度， 1億 4

千 7百万円 ) が あ る 。

お わ り に

平成 14 年度予算案 は 本稿執筆時点 で 国 会 審議 中 で あ

り ， こ こ で示 し た プ ロ ジ ェク ト 課題 の 改廃， 予 算額の変

更が あ り 得 る こ と を 申 し 添え る 。
---------一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一，

書 評

「新・実験以前のこ と 」
小野小三郎 著

B6判 338ページ， 本体 1，600円
( 財) 農業技術協会 (2002 年 3月 1 日 ) 発行

故小野小三郎博士が後進の た め に 命を か け て書き 残 さ
れた 書， r新 ・ 実験以 前 の こ と j を 心 を 込 め てお 勧め し
ま す。 小野 さ ん は， 初 め 農事試験場や 北陸農業試験場で
主 に い も ち 病の研究 を さ れ， そ の後 武田薬品で長 く 研究
所長 を 勤め ら れ ま し た 。 そ し てそ の 聞 に 有名 な抗生物質
剤パ リ ダ シ ン の 実質的開発者 に な ら れた 方です。 農林省
の研究者の 頃か ら ， 非常 に ユ ニ ー ク な発想 と 力 強 い研究
の進め 方 を さ れ， い も ち 病の発生生態 に 関す る 優れた業
績を 残 し てお ら れ ま す。 小野 さ ん は 生 涯， 単 な る 実験研
究者の域 に と ど ま る こ と な し 常 に 思索 を 深 め ら れ， 科
学 哲学者 と し ての 一面 を 持ち 続け てこ ら れ ま し た 。 そ し
てそ の果実が名著 「実験以 前の こ と j と な り ， 多 く の 読
者 を 魅了し た の で し た 。

そ の後静か に 充電 し てお ら れ ま し た が， 数年前， 当時
農業技術 協会会長 を し てい た 私の と こ ろ へ， rこ ん な 原
稿が で き た の だ が雑 誌 「農業技術」に 連載 し てみ な い
か 』と い っ てこ ら れ ま し た 。 実 は そ れが 本書の 元だ、 っ た
の です。 そ の 翌月 か ら ま る ま る おか 月 「農業技術」誌
上 に連載 さ れ， 毎月 の よ う に 何人 も の 読者か ら 喜びの 声
が寄せ ら れ る ほ ど の 人気 を 博し た の で し た 。 掲載が 終わ
っ てか ら 本に す る 話が進み， ょう や く 陽の 目を 見 ょう か
と い う と き ， 小野 さ ん は急 に体 を 壊さ れ， 本の上 梓を待

た ず、に 旅立 つてし ま わ れ ま し た 。
ですか ら 本書は， 小野 さ ん が わ れわ れ に 残 し て く れ た

遺言の 書 と も 言う べ き も の な の で す 。 『後 輩の 諸君， 科
学の研究 と は こ う や る も の だ よ ， 研究 を や る に は こ こ ま
で考 え てや る も の だ よ Lと い っ て教え て く れ てい ま す。
こ れ を 読む と 無性 に研究がや り た く な る ， そ ん な 本だ と
思 い ま す。

こ の あ と 紙幅 の 許す範囲 で 本の 具体的内容 を 紹介 し て
み ま し ょう 。 私が 読ん で最 も 印象 に 残 っ た の は ， “研究
に お け る 無 駄論 " の 項です。 小野 さ ん は 自分 の 経験 を 交
え な が ら ， 研究者 自身が神経 を 鋭 く し てさ え す れ ば， 一
見無駄 と 見 え る 回 り 道や道草 も ， 決し て無 駄で は な し
そ の 中 か ら 思わ ぬ ヒ ン ト が得 ら れた り す る も の で， “無
駄に は考 え れ ば考 え る ほ ど， に じ み 出 て く る よ う な味が
あ る "， “無駄の 中 に こ そ ， 女神 と も 思 わ れ る 輝か し い発
想の ネ タ が混 じ っ てい る " と い っ てお ら れ ま す。 そ し て
そ の 項全体 に わ た っ て， 実 例や先人 の 例を ひき な が ら ，
無駄の効用 が 説か れ てい ま す。 “研究 に お け る 天 才論 "
も 見逃せ な い 項目です。 湯川秀樹 さ ん の 天 才論や宮城音
弥さ ん の 能 才論 な ど を 引き な が ら ， 天 才 と は 能 才 と は を
論 じ ， わ が国 に お け る 生物分野の大天 才 と し て牧野富太
郎 と 南方熊楠を 挙 げ， 両天 才の 天 才た る 所 以 を 論じま
す。 “研究 に お け る 模倣論 "， “ほ し い 能 力 だ が， 容 易に
得がた い能力 "， “分析 と 総合 " な ど も 読め ば読む ほ ど味
わ い深 い 文章です 。 そ し てど う し ても 読み 落 と す事の で
き な い の が， あ と が き 独創的研究 の 原動力 ーの 9 ペ ー
ジ分の文章です。 忙し い人 は ま ず こ の 9 ペ ー ジ を 読む事
を お す す め し ま す。 (岸 圏平 )
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